


































































第1次産業 3492，697 170 572 0 20 4 807ii△2，0622，558????
第2次産業 57749，5887，091 8，0300 14，473△446　　lIT4，258ii△44，43089，142














































































































































































































































































































































































































































観光産業計 143，638．6 139，243．5 145，329．520，278．7 165，608．2 95，452．41， 51
観光産業A 107，907．8 105，099．5 108，055．86，884．0 114，939．8 63，881．2903
果　　　実 1，502．2 1，293．1 1，507．0 294．8 1，801．7 L307．5 1
農産食料品 19，693．8 18，753．020，108．4 L709．0 21，817．4 5，601．7 53
飲料（除酒類） 1，650．4 218．9 229．6 641．1 870．7 238．4 1
陶　磁　器 2，228．0 2，001．1 2，041．240．9 2，082．1 L568．0 24
道路旅客輸送 6β05．6 6，805．6 7，034．6 666．8 7，701．4 6，274．8 95
輸送付帯サービス 11，146．1 11，146．112，201．6 554．0 12，755．6 7，759．5 105
貸自動車事業 1，029．6 1，029．61，080．6 39．0 1，119．5 658．0． 10
飲　食　店 20，13L3 20，131．3 20，131．92，208．6 22，340．5 10，902．3 171
旅館・宿泊所 43，720．9 43，720．9 43，720．972 ．9 44，450．8 29，571．1443
観光産業B 35，730．7 34，144．0 37，273．713，394．7 50，668．4 31，571．2647
水産食料品 2，096．1 1，913．3 2，046．31，118．7 3，165．0LO85．2 10繊維雑品・イ製品 795．6 641．3 780．8 141．5 922．3 401．4 10
身回品・他繊維既製品 314．7 80．4 253．3 347．6 600．9 319．1 11
皮革・同製品 112．6 45．8 60．2 23！．3 291．5 127．6 3
ガラス・ガラス製品 74．0 23．7 41．8 15．0 56．8 30．8 0
その他工業製品 1，455．9 547．7 592．9 596．6 1，189．6 437．9 12
小売（含土産小売） 15，153．4 15，153．4 16，801．0 7，865．9 24，666．9 16，933．9443
鉄　　　道 7，533．1 7，533．1 7，923．31，014．4 8，937．75，756．0 62
沿海・内水面輸送 89L3 891．3 997．6 94．1 1，091．7 690．9 10
娯楽サービス 7β13．9 7，313．9 7，776．41，969．6 9，746．0 5，788．486













































































事務用品・分類不明 824．9 824．9 L540．8 304．4 1，845．3 48．5 1
























































































岡　山　県（今　　回） 1，6491，511 1，958794 2，752L67倍醐岡山経済
､究所
　それにもかかわらず2階建て方式を採用したのは他の先行例がそうしてい
るからであり，表4のような実例間の結果比較をするには条件の大枠を統一
する必要があったからにほかならない。
　しかし，この一般方式は数々の方法論的問題を提起するように思われる。
節を改めて重点的に考察を加えておくことにしよう。
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V　マクロ・産業連関連動モデルの必票性一一結語
　こうした2段階アプローチには・「帯に短い」との感を禁じ得ない。まず，
第1次波及と第2次波及があるのなら，なぜ第3次以降がないのかというこ
とが率直な疑問として残る。こうした逐次計算では収束のさせ方を詰めない
限り，唐突の感を拭えない。
　また，前節1）の消費関数は雇用者所得のみが消費を決定することになっ
ているが’，これでは資産所得からの消費需要を無視することによって消費増
を過小推計する結果となる。営業余剰には支払利子，使用動産・不動産の純
賃貸料等の資産所得のみならず，個人業主や家族従業者の労働所得さえも含
まれていることを考えれば（［4］p，141），これらを抜き出して説明変数に加
えるべきだろう。
　以上の疑問は，一般的なマクロ消費関数を中心とするケインズ的所得決定
モデルを設定できさえすれば，一挙に解消する類のものばかりである。すな
わち，まずマクロ消費関数
　ea　c＝a＋By
を推定する。ここにC＝県内民間消費支出（連関表のFlの合計）（9），　Y＝県
内総生産（連関表の粗付加価値合計），α＝基礎消費，β＝限界消費性向，と
する。こうして，民間消費の説明変数は，前節1）とは逆に，最も広くと
る。推定用資料は県民所得統計の対応時系列を昭和60年表に合わせるのが便
利だろう。
　その他の必要な方程式は以下のマクロ需給均衡条件と輸入関数である，
　eT　Y＝C十C，十1，十1十E．一M．
　e8）　M．＝m　（C十C，十If十1十Y／v）
記号は，C、＝政府消費（連関表の：F，の合計），1，＝総固定資本形成（F3の
（9）皿節のCと混同しないこと。同じく⑳式以下の1を単位行列と混同しないこと。
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合計），1＝在庫純増（F，の合計），E。＝移輸出（F，の合計），M、＝移輸
入，m＝＝全産業の移輸入係数，　v＝全産業の粗付加価値係数。したがって，
｛（1－v）Y｝／vは全産業の中間需要である。
　そうすると，所得決定式は
　e9）　Y＝　｛（1－m）　（a＋C．＋lf＋1）　＋E．｝／｛1－P　（1－m）　＋
　　　　　m　（1－v）　／v｝
となる。
　しかし，このモデルを作動させるには用心が肝要である。独立な最終需要
が何かによってmやvが変化するからである。つまり，集計問題が発生する
のである。例えば，2産業モデルを仮定すれば，
　（30）　v＝＝　（X，／X）　V，十　（X，／X）　v，
となる，すなわち，全産業の粗付加価値係数は各産業のそれをその産業の生
産額シェアで加重平均したものになるが，この生産額シェアが，最終需要項
目が決まらなければ一定しない。
　幸いにも，われわれの目的は観光消費だけの経済効果を計量することであ
る。この消費は生活水準の上昇を反映する基礎消費の・レベル・アヅプ分に該
当すると考えることができよう。すなわち，観光消費支出額をαの上昇（△
α）として扱うことが妥当なのである。
　こうして，総額△αの観光消費が所定のベクトルSとして各産業に支出さ
れる。しかしながら，県内産品への産業別需要（直接生産額）は［1－
mh’nSであり，これらを県内生産する過程，すなわち⑳～㈱を通じて産業
別の県内総生産xs，移輸入MS，粗付加価値vs，雇用量ESが決まる仕組み
の中で，総額が
　（3D　zDtsa’＝Zh　（1－mn’）　Sh
に等しい粗付加価値が県内で発生するはずである。これは既述の第1次波及
効果であり，ここまでは何の変哲もない。通常の産業連関分析のフレーム内
だからである。
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　しかし第2次波及効果の取扱は決定的に異なる。すなわち，△α’だけの
所得増は，今度は一般消費ベクトルを通じて最終需要ヘフィードバックし，
それがさらに生産増，所得増を引き起こすという周知の消費乗数プnセスを
演出して，結局は
　（3D　AY　＝　｛（1－m）　zbxa’／｛1“B　（1－m）　＋m　（1－v）　／v｝
だけの付加価値増を第2段階において結果するのである。
　第2次の消費増は一般消費だけであるが，β△Yである。これを一般消費
ベクトル：F，の構成比で配分して第2次消費増ベクトルとし，これを今度は
一般型システム㈱～⑳に代入して第2次の産業別の県内総生産X8，移輸入
MS，粗付加価値V’，雇用量E’を算出する。
　最後に，第1次効果と第2次効果を合算して観光消費Sが引き起こした究
極の経済効果の全：体像を描き出す。
　以上の手続きは乗数分析をベースとするから，第3次以降は勘定済みであ
る。したがって，効果波及プロセスも観光消費が諸産業の生産活動を誘発し
て所得が発生するまでの前段（第1次波及）とこの新生所得が消費需要を増
やす形でフィードバックを始める後段（第2次以降）とに分かれるだけであ
る。
　このアプローチは，どちらかといえば，マクロ・メカニズムを主．とし，「産
業連関モデルは．．．マクロモデルを補完する役割」（［1］p．92）を持つもの
と位置づける中期マクPモデルの考え方を踏襲しており，したがって完全な
連動モデルではないが，当面の観光需要の効果分析に代表されるような「部
分分析」には有効であろう。
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